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 １　歳入･歳出決算の構成

 歳入　　240億2,979万4千円

 歳出　　230億499万2千円

 歳入歳出差引額　　10億2,480万2千円

○衛生費は、ごみ中継施設整備や旧環境セン
ター解体経費の減少により、前年度と比べ8億
3,717万円減少しました。

○歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は、前年度と比べ1億7,349万8千
円増加し、8億8,792万9千円となりました。
　また実質単年度収支は、実質収支が増加したことなどにより、2億4,731万8千円の黒字となりました。

　令和7年度の普通会計決算については、歳入総額は240億2,979万4千円となり、前年度と比べ19億9,266

万3千円の減（△7.7％）となりました。歳出総額は230億499万2千円となり、前年度と比べ21億2,896万4千円

の減（△8.5％）となりました。

○地方交付税は、普通交付税が2億4,916万3千
円増加するなど、前年度と比べ2億6,819万円増
加しました。

○国庫支出金は、地方創生臨時交付金交付額
の減少などに伴い、前年度と比べ3億2,907万6
千円減少しました。

○地方債は、市民プール整備やごみ中継施設
整備など投資事業の減少により、14億6,740万円
減少しました。

○地方税は、前年度実施された定額減税に伴い
減少していた個人市民税の増加などにより、前
年度と比べ1億7,629万2千円増加しました。

○教育費は、市民プール建設工事費の減少によ
り、前年度に比べ10億4,088万2千円減少しまし
た。

○総務費は、文化センター耐震等改修事業の実
施や基幹業務システム標準化対応業務委託料
の増加などにより、前年度と比べ2億2,267万6千
円増加しました。

○民生費は、定額減税調整給付金や臨時特別
給付金の減少などにより、前年度と比べ4,231万1
千円減少しました。
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  ２　歳入歳出決算額の推移 　

 歳入

 歳出

○投資的経費は、今年度は市民プール整備事業やごみ中継施設整備事業などの普通建設事業
費の減少により、前年度と比べ23億3,772万4千円減少しました。

　　　　　※依存財源：主に地方交付税、国庫支出金、県支出金、地方債など
　　　　　※自主財源：主に地方税、分担金・負担金、使用料及び手数料など

○自主財源は横ばいで推移していますが、今年度は繰入金の減少などにより、前年度と比べ４億
2,250万4千円減少しました。

○依存財源は事業の実施に伴い変動していますが、今年度は投資的経費の減少に伴い地方債
が減少したことなどにより、前年度と比べ15億7,015万9千円減少しました。

○義務的経費は近年増加傾向にありましたが、今年度は退職手当などの減少による人件費の減
少により、前年度と比べ1億155万1千円減少しました。
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 ３　歳出性質別構成と義務的経費の推移

 歳出性質別

 義務的経費の推移

　○扶助費は近年増加傾向にあり、児童手当や帯状疱疹ワクチン接種費用軽減事業給付金の増加
　　 などにより増加しました。人件費は、退職手当の減少などにより減少しました。公債費は、近年減
　　 少していたものの、過疎対策事業債の償還額の増加などにより増加しています。

○扶助費は、児童手当や帯状疱疹ワク
チン接種費用軽減事業給付金の増加
などにより、前年度と比べ6,342万4千円
増加しました。

○物件費は、医薬材料費等の減少など
により、前年度と比べ3,692万7千円減少
しました。

○普通建設事業費は、市民プール整備
経費の減少などにより、前年度と比べ22
億3,161万3千円減少しました。

○人件費は、退職手当の減少などによ
り、前年度と比べ3億1,777万9千円減少
しました。
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 ４　地方債発行額と償還額の推移

（単位：百万円・％）

        年度
 区分

2,243 1,938 1,736 1,940 2,557 3,241 1,320 2,005 3,944 2,477

対前年度伸率 △ 33.8 △ 13.6 △ 10.4 11.8 31.8 26.8 △ 59.3 51.9 96.7 △ 37.2

1,608 1,277 1,108 1,418 2,049 2,593 1,143 1,928 3,908 2,477

対前年度伸率 △ 37.8 △ 20.6 △ 13.3 28.0 44.5 26.5 △ 55.9 68.8 102.7 △ 36.6

2,425 2,384 2,332 2,404 2,501 2,485 2,520 2,277 2,174 2,279

うち繰上償還 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0

対前年度伸率 △ 1.9 △ 1.7 △ 2.2 3.1 4.0 △ 0.7 1.4 △ 9.7 △ 4.5 4.8

242 208 173 142 110 81 68 62 69 118

対前年度伸率 △ 13.1 △ 14.0 △ 16.6 △ 17.8 △ 23.0 △ 25.9 △ 16.6 △ 8.3 11.5 70.0

○地方債の発行額は前年度と比べ14億6,740万円減少し、24億7,660万円となりました。

　 また、臨時財政対策債を除いた発行額は、前年度と比べ14億3,130万円減少し、同じく24億7,660万円
 となりました。

○元金償還額は前年度と比べ1億435万円増加し、22億7,882万2千円となりました。

○結果として、地方債発行額が償還元金を上回ったため、地方債残高が増加しました。
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 ５　各会計別地方債現在高と交付税措置分・市負担分の推移

（単位：百万円）

平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７

24,754 24,308 23,712 23,248 23,303 24,059 22,858 22,585 24,355 24,553 

うち臨時財政対策債 8,874 8,945 8,929 8,760 8,532 8,402 7,779 7,091 6,389 5,672 

うち合併特例債 5,246 4,522 3,773 3,024 2,274 1,642 1,087 713 466 280 

うち過疎対策事業債 4,496 5,412 6,023 6,923 8,309 10,154 10,440 11,200 13,963 15,011 

うち緊急防災・減災事業
債

718 651 819 884 843 757 645 746 705 668 

うち緊急自然災害防止対
策事業債

7 11 38 117 247 446 635 

16,196 16,355 16,360 16,347 16,538 17,216 16,381 16,125 17,295 17,288 

8,558 7,953 7,352 6,901 6,765 6,843 6,477 6,460 7,060 7,265 

2,385 2,227 2,008 2,031 1,699 1,395 1,251 1,097 904 816 

2,800 2,709 2,692 2,635 2,559 2,496 2,494 

7,928 7,630 7,269 7,018 6,614 6,450 6,042 5,960 5,917 6,160 

374 338 275 203 124 79 52 84 164 153 

13,487 12,904 12,244 11,887 10,996 10,420 9,839 7,141 6,985 7,129 

1,031 890 749 603 523 363 222 - - - 

39,272 38,102 36,705 35,738 34,822 34,842 32,919 29,726 31,340 31,682 

　（注1）交付税措置分として、臨時財政対策債の全額及び合併特例債、過疎対策事業債、緊急防災・減災事業債、

　　緊急自然災害防止対策事業債の7割の合計額を抽出

　（注2）水道事業会計について、令和5年度から広島県水道広域連合企業団へ移行

　（注3）下水道事業会計について、令和元年度までは公共下水道事業特別会計の数値

○普通会計の地方債現在高は、過疎対策事業債の現在高が10億4,825万3千円増加したことなどによ
り、前年度に比べ1億9,777万6千円増加し、245億5,274万6千円となりました。
　また、市の負担分については地方債残高のおよそ30％となりました。

○全体の地方債現在高は、普通会計の増加などにより、前年度に比べおよそ3億4,200万円の増加と
なりました。

会計別地方債現在高

普通会計

交付税措置分（注1）

公営事業会計合計

土地開発公社

総合計

市負担分

病院事業債管理特別会計
（府中市病院機構分）

水道事業会計（注2）

病院事業会計

下水道事業会計（注3）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７

普通会計分地方債現在高の推移

百万円

交付税措置分

市負担分

- 7 -



 ６　主要指標の推移

H28 20,578,508 19,963,811 614,697 468,650 9,743,340 4,607,514
11,222,847
（11,857,593）

0.47

H29 20,252,866 19,507,297 745,569 618,454 9,634,489 4,560,865
11,034,153
(11,694,473)

0.47

H30 21,000,219 19,529,370 1,470,849 704,062 9,649,465 4,635,195
11,042,786
(11,671,170)

0.47

R01 21,928,476 20,531,600 1,396,876 808,838 9,830,789 4,539,916
11,090,015
(11,612,186)

0.47

R02 27,604,150 26,798,678 805,472 410,277 10,143,653 4,700,418
11,382,045
(11,889,896)

0.47

R03 25,624,265 24,567,982 1,056,283 785,646 10,524,863 4,469,448
11,783,152
(12,431,134)

0.45

R04 22,652,618 21,738,146 914,472 601,111 10,596,968 4,563,818
11,777,427
(11,954,451)

0.44

R05 23,692,879 22,952,604 740,275 508,868 10,563,004 4,691,438
11,781,065
(11,857,741)

0.43

R06 26,022,457 25,133,956 888,501 714,431 10,821,995 4,812,478
12,045,538
(12,081,671)

0.44

R07 24,029,794 23,004,992 1,024,802 887,929 11,175,986 4,889,150
12,376,622
(12,376,622)

0.44

　　　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「－」を記載して
　　いる。

（注）標準財政規模の（　）書き数値は、実質収支比率及び健全化判断比率の算出に用いる標準財政規模として、
　　臨時財政対策債発行可能額を含む額である。

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

実質収支
基準財政
需要額

基準財政
収入額

標準財政
規模

財政力
指数

　　　区分

年度
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（単位:千円,％）

うち
財政調整基金

4.0 － － 10.0 86.5 93.9 3,876,707 3,780,288 24,754,486

5.3 － － 9.6 72.2 94.0 4,400,994 4,048,545 24,308,215

6.0 － － 9.2 69.2 96.0 3,622,642 3,163,520 23,712,091

7.0 － － 9.3 74.1 97.7 2,975,458 2,726,915 23,247,991

3.5 － － 9.6 73.1 97.9 3,043,976 2,639,168 23,303,230

6.3 － － 9.7 66.0 90.6 3,318,200 2,720,625 24,058,824

5.0 － － 9.2 51.8 96.5 3,125,793 2,521,684 22,857,864

4.3 － － 8.0 47.4 96.1 3,034,387 2,003,322 22,585,443

5.9 － － 6.4 39.1 97.6 2,415,971 1,504,830 24,354,970

7.2 － － 5.4 23.3 93.8 3,206,166 1,938,650 24,552,746

地方債
現在高

実質収支
比率

経常収支
比率

実　質
公債費
比　率

連結実質
赤字比率

将来負担
比率

実質赤字
比率

積立金現在高
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７ 市税等の債権管理状況 

 

【府中市の債権管理の基本的な考え方】 

・府中市が所管する全ての債権について、負担能力がありながら納付に誠意の 

ない滞納者に対しては、法律に基づき厳正に対処する。

・債権回収を通じて生活の困窮が明らかになった債務者については、本人に寄 

り添い、生活再建に向けた支援も同時に行っていく。

 

 

（１）税及び後期高齢者医療保険料の状況 

収納率向上に向けた取組として、目標収納率を設定するとともに、滞納債権に

ついては要因を把握・分析した上で回収業務を実施した。また、徴収強化月間（８

月、10 月、12 月）を設け、債権確保に向けた対策に積極的に取り組んだものの、

一部の税目においては前年度の収納率を下回る結果となった。 

 

① 市税等収入状況（現年度及び滞納繰越分の合計） 不納欠損前 

税 目 Ｒ６収納率 Ｒ７収納率 収納率前年度比 

市民税(個人・法人) ９７．８０％ ９８．０５％ ０．２５％ 

固定資産税・都市計画税 ９７．８４％ ９７．６４％ ▲０．２０％ 

軽自動車税 ９８．０４％ ９７．８０％ ▲０．２４％ 

国民健康保険税 ９０．０９％ ８９．４０％ ▲０．６９％ 

後期高齢者医療保険料 ９９．７１％ ９９．８１％ ０．１０％ 

 

② 未納市税等の推移                      単位(円) 

税 目 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

市民税(個人・法人) 92,002,049 58,707,002 51,851,327 

固定資産税・都市計画税 170,484,329 91,929,787 80,112,127 

軽自動車税 4,263,333 3,389,421 2,926,004 

国民健康保険税 93,741,667 73,309,748 67,119,432 

後期高齢者医療保険料 2,569,272 1,908,603 1,655,332 

合 計 363,060,650 229,244,561 203,664,222 

   単位(円) 

税 目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

市民税(個人・法人) 43,417,027 40,607,502 42,085,258 

固定資産税・都市計画税 56,440,809 50,250,575 60,064,174 

軽自動車税 3,081,926 2,942,323 3,472,137 

国民健康保険税 61,918,840 60,763,223 71,881,833 

後期高齢者医療保険料 2,241,787 1,750,040 1,167,898 

合 計 167,100,389 156,313,663 178,671,300 
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（２）債権の一元管理導入による税外債権の状況 

本市では、令和５年度より「債権の一元管理」を導入し、各所管課が抱える

徴収困難な債権について、税務課債権管理対策室への業務移管を行っている。 

移管後は、専門職員が訴訟手続、財産差押、公売、交付要求などの厳正な滞

納整理を実施しており、令和７年度においては 42 件の移管を行い、債権回収に

取り組んでいる。 

 

① 主な税外債権の収入状況   不納欠損前 

科 目 
Ｒ６ Ｒ７ 収納率の 

前年度比 収納率 未納額(円) 収納率 未納額(円) 

介護保険料 99.30％ 6,413,254 99.56％ 3,107,700 0.26％ 

保育料（市立分） 4.97％ 572,742 20.82％ 453,442 15.85％ 

保育料（私立分） 44.17％ 476,400 29.10％ 337,750 ▲15.07％ 

児童扶養手当返還金 0.97％ 4,054,030 5.61％ 3,826,306 4.64％ 

学校給食費負担金 97.86％ 2,791,535 97.31％ 3,400,875 ▲0.55％ 

府中市修学奨学金 51.43％ 10,437,700 60.14％ 8,506,200 8.71％ 

住宅使用料 76.80％ 11,813,400 75.16％ 13,186,400 ▲1.64％ 

 

② 令和７年度債権移管状況 

所管課 科目 
移管
件数 

移管額(円) 納付額(円) 
執行停止・
徴収停止 

(円)

時効援用に 
よる不納欠 
損額 (円) 

収納率 

医療介護 
保 険 課 

介護保険料 13 1,585,600 703,300 283,800  44.36% 

子 育 て 
応 援 課 

保 育 料 4 649,492 176,000 204,400  27.10% 

子 育 て 
応 援 課 

児童扶養手 
当 返 還 金 

2 1,694,390 132,724 0  7.83% 

子 育 て 
応 援 課 

ひとり親家 
庭等医療費 
返 還 金 

1 125,326 125,326 0 0 100.00% 

子 育 て 
応 援 課 

未熟児医療 

返 還 金 
1 6,522 6,522 0 0 100.00% 

子 育 て 
応 援 課 

放課後児童 
クラブ利用料 

1 31,500 1,950 0 0 6.19% 

教  育 
政 策 課 

学校給食費 
負 担 金 

9 1,376,350 341,050 0 0 24.78% 

学 校 
教 育 課 

府中市修学 
奨 学 金 

5 3,470,300 2,198,700 0 0 63.36% 

監 理 課 住宅使用料 6 1,977,300 0 0 580,400 0% 

合  計 42 10,916,780 3,685,572 488,200 580,400 33.76% 
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（３）債権確保行動の実施状況 

（概要） 

市の全債権を対象として、各所管課が抽出した回収困難な債権について、債権

管理対策室が同行し、合同で回収業務に当たる取組。 

 

実施月 ８月 10 月 12 月 合 計 

日 数 ３日 ２日 ３日 ８日 

実施時間 8：30～17:15 8：30～17：15 8：30～17：15 
 

対 象 
給食費・ 

介護保険料・税 

給食費・ 

介護保険料・税 

給食費・ 

介護保険料・税 

件 数 31 件 9 件 14 件 54 件 

当日徴収 45,300 円 0 円 65,200 円 110,500 円 

後日納付※ 372,500 円 115,000 円 116,750 円 604,250 円 

※後日納付は確保行動後１週間程度以内に納付された額 

 

（４）生活再建型債権管理の実施状況 

① ファイナンシャルプランナーによる相談会 

（概要） 

収入減少や多重債務などにより、借入金の返済や税金の支払いに困窮してい

る市民に対し、ファイナンシャルプランナー（FP）による個別相談を実施する

取組。一人ひとりの生活状況に応じた具体的な生活改善計画を提案することで、

生活再建を図るとともに、適切な納税（滞納解消）につなげることを目的とし

ている。 

（Ｒ７年度実績） 

実施日：10 月 11 日（土）、２月 27 日（金） 

時間帯：10：00～15：00 

相談者：４組 

 

② 生活支援ガイド 

（概要） 

スマートフォンやパソコン等を通じて、自身の生活状況に関する簡単な質問

に回答することで、利用可能な給付金や支援制度を自動的に判定・案内するシ

ステム。このシステムを活用して、支援を必要とする対象者を把握し、関係各

課が連携して、適切な支援へとつなげる取組。 

（利用状況推移） 

 Ｒ６ Ｒ７ 

累計 月平均 累計 月平均 

利
用
者
数 

ガイドスタート画面 684 人 57 人 456 人 38 人 

結果表示画面 244 人 20 人 234 人 20 人 

詳細表示画面 51 人 4 人 44 人 4 人 
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８ 目的税の使いみち 

  

目的税は、その収入を特定の事業に充てるために、その経費の支出と何らかの関係を有す

る者にその負担を求める税金であり、税負担者に対する説明責任を果たす観点から、その使

途について公表しています。 

 本市の目的税には、都市計画税と入湯税があります。 

 

 ○都市計画税（決算額 359,639 千円）

  

 

 

 

○入湯税（決算額 51 千円）

  

 

 

 

一般財源額
うち都市計画税

充当額
充当事業

都市計画
下水路

74,843 53,949 ○下水道事業会計への繰出金（一般管理費）

街路事業 5,701 4,110 ○目崎出口線・栗柄広谷線（南北道）

6,072 4,377 ○雨水対策

123,220 88,821

○街路改良事業償還金
　（府中駅元町線、府中お祭り通り、目崎出口線ほか）
○公園整備事業償還金
　（鵜飼児童公園、こどもの国公園ほか）

289,085 208,382 ○下水道整備事業償還金

498,921 359,639

当該年度
事業費

都市計画
事業費

公債費等

区分

公営企業における
都市計画事業繰出

都市計画事業関連の
地方債償還額

公営企業における都市計画
関連の地方債償還額繰出

合計

一般財源額
うち入湯税

充当額
充当事業

26,479 51 ○矢野温泉公園四季の里施設管理事業

26,479 51

区分

観光振興施設

合計

都市計画区域のうち市街化区域内の土地と家屋を対象に課税しているもので、街路や公

園、下水道などの都市計画関連事業に充てられます。 

（千円） 

（千円） 

鉱泉浴場の入湯客１人１日について 150 円（ただし、日帰り入湯客については 20 円）を

負担していただいているもので、周辺の観光振興施設の維持管理に充てられます。 
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